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要　旨
　津波常襲地でありながら避難が困難な三重県伊勢市大湊町を取り上げ，そこでの津波避難施設建設
の経緯と問題点，避難態勢の現状と課題について検討した。大湊町では安全性が確保された津波避難
施設が居住人口に対して不足していたため，伊勢市は東日本大震災後に津波避難タワーの建設を計画
し，2015年 3月に完成した。しかし，この施設に常設の壁は設けられておらず，冬季の強風時や台
風時には人命にかかわる危険性が懸念される。大湊町では津波災害に対する危機意識は高く，これま
でにも要援護者の把握と避難態勢の構築に努めてきた。しかし，近年は人口減少と高齢化が著しく，
いずれはこの体制の維持が困難となる可能性が高い。このような地域では，避難施設の整備のみなら
ず，地域のコミュニティーを維持していくための総合的な町づくりが望まれる。
Ⅰ．はじめに
　2011年 3月 11日に発生した東日本大震災以降，津波常襲地のうち高台等が近隣にない避難困難
地域では様々な津波避難施設の整備が進みつつある。津波避難施設としては，津波避難ビル，津波
避難タワー，人工高台（命山）等が挙げられる。津波避難ビルは，一定の構造的要件と高さ要件を
満たした主として既存の建築物（津波避難ビル等に係るガイドライン検討会 2005）が指定されるが，
それらが存在しない地域や収容可能人数が不足している場合には，新たな避難施設を建設する必要
がある。新たな避難施設としては津波避難タワーが一般的であるが，広大な用地を確保できる場合
には人工高台が造成される場合もある。2013年 12月に完成した静岡県袋井市の湊命山 1）（平成の
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命山）などがその事例として挙げられる。命山は，平時には公園として利用でき，維持管理も容易
かつ安価であるというメリットがあるが，一般には用地確保が難しく，津波避難タワーを計画，建
設している自治体が多い。
　三重県伊勢市の沿岸部も南海トラフを震源とする巨大地震発生時には，最大波高 9ｍに達する
津波が襲来する可能性が指摘されている（南海トラフの巨大地震モデル検討会 2012b）。本稿では，
伊勢市の中でも，特に避難が難しい地形条件下にあり，かつ居住人口も多い大湊町を取り上げ，そ
こでの津波避難対策の現状と課題について検討する。
Ⅱ．地域概観
１．伊勢市大湊町の地域概観
　伊勢市は伊勢平野の南端に位置し，伊勢湾口の
南西岸に面する（図 1，2）。大湊町は，伊勢平野
南部を流れる宮川河口部に形成された島状の三角
州上に位置する（図 2）。津波避難場所となり得る
地形的高台は，大湊町内には皆無で，最も近い高
台までは直線距離でも5km以上離れている（図2）。
　大湊町の人口は 3,269人（2015年 8月 31日現
在；伊勢市 HP町別人口・世帯数統計表による）で，
2010年国勢調査時（3,455人）より 186人，2005
年国勢調査時（3,689人）より 420人減少している。
2010年国勢調査のデータによると，65歳以上人
口は 954人と全人口の約 28％を占め，そのうち 85
歳以上は 133人を占める（図 3）。伊勢市全体の人
口ピラミッドと比較しても，より高齢
化が進んでいることが分かる（図 3）。
　大湊町と内陸側を結ぶ橋は 2本しか
存在せず，巨大地震発生時に全住民が
内陸側の高台まで避難することは極め
て困難な地理的条件にある。
２．津波被害履歴
　三重県沿岸は，100～150年間隔で
発生する南海トラフを震源とする巨大
地震により，これまでにも度々大きな
津波被害を被って来た。記録の残ると
ころでは，1498年の明応地震，1707
年の宝永地震，1854年の安政東海地震，
1944年の東南海地震が挙げられる。
図 1　調査地域（伊勢市）位置図
図 2　伊勢市大湊町位置図（国土地理院発行 20万分の 1地勢
図「伊勢」図幅の一部を使用）
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　大湊町では，特に明応地
震と安政東海地震で大き
な津波被害を被った。明
応地震では津波波高 6～
10m，倒壊流失家屋 1,000
軒，溺死者 5,000余人に上
り（飯田 1980），安政東海
地震では多くの家屋が倒壊
し，6～ 8mに達する津波
が集落を襲い，63人が流
死したとされている（羽鳥 
2005）。直近の東南海地震
では，飯田（1977）による
と，大湊での津波波高は 2m，大湊町単独での被害状況は不明であるが，大湊などで流失家屋が認
められた旨の記載があり，宇治山田市（現伊勢市）における流失家屋は 154戸，死者 10人であっ
たことが報告されている。
Ⅲ．南海トラフ巨大地震に伴う津波予測
１．内閣府による津波予測
　東日本大震災による甚大な地震・津波災害を受けて，内閣府は 2011年 8月，南海トラフのプレー
ト境界で発生する地震について，想定すべき最大クラスの地震および津波規模を検討することを目
的として，「南海トラフの巨大地震モデル検討会」を立ち上げた。
　2012年 3月には第一次報告として，50mメッシュでの震度分布と津波高の推計結果がとりまと
められ（南海トラフの巨大地震モデル検討会 2012a），同年 8月には第二次報告として，10mメッシュ
での津波高および浸水域等の推計結果が公表された（南海トラフの巨大地震モデル検討会 2012b）。
　第二次報告では，大すべり域及び超大すべり域が１箇所の場合を「基本的な検討ケース」（計５ケー
ス）とし，「その他派生的な検討ケース」（計６ケース）を加えた合計 11 ケースのそれぞれについ
て津波高・浸水域等が推計されている。それによると，伊勢市における最大津波高は 9m（ケース⑨：
「愛知県沖～三重県沖」と「室戸岬沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を 2カ所設定した場合）で，
津波到達時間は津波高 1mが 36分後，5mが 104分後と推計されている。浸水域および浸水深に関
しては，堤防ケースとして「津波が乗り越えたら破堤する」，「地震発生から 3分後に破壊する」の
2つのケースで計算されている。これらの検討に用いられたデータと計算結果は，内閣府政策担当
官（防災担当）へ所定の方法で申請することで入手可能である。
　図 4はケース⑨のデータを用いて ArcGISで作成した伊勢市における乗り越え破壊による津波浸水
域と浸水深を，図 5，図 6には，それぞれ大湊町付近を拡大した乗り越え破壊と 3分後破壊の浸水深
および津波高を，図 7には国土地理院基盤地図情報 5mDEMを用いて作成した地盤高（標高）を示す。
　これらの図から以下のことが読み取れる。まず，乗り越え破壊（図 5）と 3分後破壊（図 6）を
見比べると，浸水深分布には大差は見られない。地盤高図（図 7）をみると，海岸線に標高 5～
図 3　伊勢市および伊勢市大湊町の人口構成（2010年国勢調査データを用
いて作成）
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図 5　伊勢市大湊地区における堤防乗り越え破壊ケースの津波浸水深（「南海トラフの巨大地震モデル検討
会」第二次報告ケース⑨のデータを用いて作成）
図 4　伊勢市における津波浸水域と浸水深予測図（内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討委員会」第
二次報告ケース⑨のデータを用いて作成）
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図 7　伊勢市大湊地区の地盤高図（国土地理院基盤地図情報 5mDEMを用いて作成）
図 6　伊勢市大湊地区における堤防 3分後破壊ケースの津波浸水深（「南海トラフの巨大地震モデル検討会」
第二次報告ケース⑨のデータを用いて作成）
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7mの線上の連続した高まりが認められるが，これは防潮堤を示している。一方，浸水深図（図 5，6）
をみると，この部分の浸水深は大半が 1m未満となっている。すなわち，これは，堤防が自然地形
と認識され，破壊されることなく維持された状態で浸水深が計算されていると考えられる。従って，
堤防が破壊された場合には，ここで試算された以上に浸水深が深くなる可能性が指摘できよう。
２．三重県による津波予測
　三重県は，東日本大震災後，従来の津波浸水予測図（東海・東南海・南海地震連動，M8.7）で
は十分反映できていない規模の津波に対応するため，いち早く東日本大震災と同等規模の地震を想
定した独自の津波浸水予測図（平成 23年度版）を作成し，2012年 3月にWeb上で公開した。そ
の前提条件としては，中央防災会議「東南海，南海地震等に関する専門調査会」の東海・東南海・
南海地震が同時発生した場合の想定震源域の範囲（面積）を変えず，すべり量をマグニチュード 9.0
に合うように大きくした震源モデルを設定し，50mメッシュで津波シミュレーションを実施した
もので，一年で最も潮位が高くなる時期の満潮時に地震が発生したことを想定すると共に，「防潮
堤等の施設がないとした場合」と「防潮堤
等の施設を考慮した場合」の 2つの場合の
予測図を作成した。
　その後，前述の内閣府「南海トラフの巨
大地震モデル検討会」の第二次報告が公
表されたのを受けて，そのデータを用いて
2014年 3月に津波浸水予測図（平成 25年
度版）および津波浸水深 30cm到達予測時
間分布図を作成し，Web上に公開した。こ
れらは到達する津波高が最大となるケース
のデータを用いて作成されたものである。
　図 8に大湊地区を拡大した平成 23年度
版津波浸水予測図（防潮堤施設なし），図
9に平成 25年度版津波浸水予測図を示す。
浸水深の階級分けは，前者が 1～ 4mの間
を 1m間隔で細かく区分しているのに対
し，後者は避難行動を取れなくなる一つの
目安とされている浸水深 30cm以上，1m
未満を黄色，1～ 2mをオレンジ，木造家
屋のほとんどが全壊する 2～ 5mをピンク，
二階建の建物が水没する 5～ 10mを赤で
色分けし，危険性が視覚的に伝わりやすい
ように工夫されている。しかし，平成 25
年度版（図 9）をよく見ると，防潮堤部分
の浸水深がオレンジ色の 1～ 2mで表示さ
れており，防潮堤が自然地形と認識された
まま試算されている可能性が高い。
図 8　三重県作成津波浸水予測図（平成 23年度版）の伊
勢市大湊町付近の拡大図
図 9　三重県作成津波浸水予測図（平成 25年度版）の伊
勢市大湊町付近の拡大図
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　大湊町のこの防潮堤は確かに規模も大きく強固なもののようにみえる。しかし，東日本大震災で
は，宮古市田老地区の日本一と称されていた防潮堤が，津波が乗り越えることによって破壊された
事例も報告されている（清水 2011）。各都道府県は，内閣府が公表したデータを改めて点検し，果
たして防潮堤が破壊された条件下でシミュレーションされているか，再検討する必要があろう。
Ⅳ．大湊町における津波対策
１．伊勢市における津波避難タワー整備の動き
　本節では，聞き取り調査，および 2011年から 2014年の伊勢市議会常任委員会総務政策委員会の
議事録を基に 2），2011年 3月に発生した東日本大震災以降の伊勢市における津波避難タワー整備
に関する動きについてまとめることとする。
　伊勢市は東日本大震災を契機として，同市が指定する避難所は「合併以前のものがそのまま指
定されていること」，「津波の浸水想定区域内においても指定がなされていること」等の現状を踏ま
え，避難所の見直しを行うに至った。避難所の見直しにあたっては避難所検討専門委員会を設置し，
2011年 11月から，避難所を指定する際の基本的方針や避難先の優先度を示す安全度ランクなどを
定める避難所指定基準の検討を進めた。その後，2013年 2月には，同委員会の上部組織である伊
勢市防災会議で，これら基準が承認された。
　避難所検討専門委員会では避難所指定基準の検討のほか，津波避難施設の整備が必要となる地域
が存在するのか（津波避難困難地の抽出作業），また，存在するのであれば当該地区のどこに整備
するのが効果的であるか等についても検討した。同作業には，それまでに国や県が公表してきた津
波浸水予測図の中で，伊勢市の浸水区域が最も広く想定されている三重県津波浸水予測図（平成
23年度版）が用いられた。その結果，7つの地区，具体的には，大湊町，二見町西，一色町，有滝
町，磯町，村松町，馬瀬町が，津波が発生した際に浸水想定の区域外もしくは市が指定する緊急避
難所へ安全に避難することが難しい地域であることが明らかとなった。2013年 5月のヒアリング
時に伊勢市危機管理課より提供された資料「避難困難地解消対策について」によると，これらの地
区で避難所等への避難ができない人口は，大湊町が 1,586人，二見町西が 1,367人，一色町が 1,314
人，有滝町が 933人，磯町が 499人，村松町が 375人，馬瀬町が 451人とされている。これを踏ま
え，同市は 2013年度に津波避難施設整備計画を作成し，これに基づいて 2016年度までの 4年間で，
上述した 7つの避難困難地区に対して津波避難タワーの整備を進めることとした。
　避難困難地と位置付けられた地区のうち，村松町には 2014年 3月に 3），本研究の対象地区で
ある大湊町には 2015年 3月 4）に，それぞれ津波避難タワーが完成した。他の 5地域については，
2016年度末を期限として，建設用地の取得ができたところから，順次整備に取りかかる予定とさ
れている。なお，2014年 11月に作成された ｢伊勢市津波避難計画｣ 5）によれば，馬瀬町は小学校
の統廃合によって建設される新たな校舎をもって避難所を確保できることから，避難困難地ではな
くなるとのことである。
　ところで，伊勢市は津波避難タワーの整備にあたっては国の交付金を用いている。国土交通省は，
津波避難タワーの整備など市街地の防災性の向上を図る取り組みに対して，防災・安全交付金制度
を設けている。この交付金制度は，2010年度に創設された社会資本整備総合交付金の一環として，
地域の事前防災・減災対策，生活空間の安全を確保するための取り組みについて集中的に支援する
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ものとして，2012年度の補正予算において創設されたものである。同交付金による津波避難タワー
建設に対する補助率は建設費の 3分の 1であるが，2015年度からは，｢南海トラフ地震に係る地震
防災対策の推進に関する特別措置法｣（2013年 12月施行）において津波避難対策特別強化地域に
指定された地域については補助率が最大 3分の 2に引き上げられた。なお，伊勢市は同法に基づく
特別強化地域に指定されている。
　伊勢市は，2013年度からの津波避難施タワー整備を進めるにあたり，2012年度に 4年を期間と
した社会資本総合整備計画を作成し，防災・安全交付金（都市防災総合推進事業）を申請し，2013
年 3月に交付の決定を受けた。
２．大湊町における津波避難タワー建設の経過と概要
　大湊町は島状の特有な地形環境下にあり，内陸側とは 2本の橋で結ばれているのみであるため，
市内の避難困難地域の中でも，とりわけ避難の難しい地域と言える。伊勢市も早期の対策が求めら
れる地区であるとの認識の下，当該地区の自治会（正式名称：大湊町振興会。以下振興会と呼ぶ）
との話し合いの下で，避難タワーの整備計画が進められてきた 6）。建設用地は 1人の地区住民が市
に対して土地を寄付したことで確保され，市が購入した土地も含め，2013年度初めには建設場所
が決定していた。
　行政担当者および大湊振興会長に対する聞き取りによると，当初市が提示した施設は，市が作成
した「津波避難施設の整備に関する基本的な考え方」に基づいて試算された，設計標高 10.0ｍの
タワーであった。これに対して振興会は，より確実な安全性を求め，建設面積を半分とすること
で避難階をさらに 1階層分上乗せした高さにも設けると共に，屋根を付けた施設とするよう要望し
た。市はこの要望を受け入れ，2013年度末には設計を完成し，2014年 6月の議会で承認を得た後，
7月に建設に着手，2015年 3月に完成した（写真１）。予算は約 3億 5千万円で，国から約 1億 5
千万円の補助を受けた 7）。
　完成したタワーは鉄筋コンクリート 2階建てで，避難スペースとなる 1階は地面から 9.0ｍ（標
高 10m），2階は 12.2ｍ，屋上までは 15.55ｍの高さとなっている。ただし，屋上は避難スペースと
しては設計されておらず，避難用階段は 2
階部分までしか取り付けられていない。屋
上へはヘリコプター救助用避難ハシゴで上
がる構造となっている。避難スペースの面
積は 1階が 420m2，2階が 416m2である 8）。
タワーの四方には階段が設置されており，
緊急時には階段登り口に設置してある普段
は施錠された扉のような薄い壁を蹴破って
避難スペースまで駆け上がっていくことと
なる。当初は車いす用のスロープを設置す
る案も検討されたが，振興会側からの要望
で，あえてスロープは設置せず，同時に多
数の住民が駆け上がることができるよう階
段を 4カ所に増設し，自力で階段を上れな
い要援護者に対しては，階段下にエアース
写真 1　伊勢市大湊町に建設された津波避難タワー（2015
年 8月，藤本撮影）
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トレッチャーを準備することで対応することとした。
　避難スペースとなる 1・2階とも壁はなく吹きさらしの状態であるが，多少の風雨はしのげるよ
うビニールシートが装着できるような構造となっている。各階に簡易トイレ設置場所が確保されて
おり，そのスペースをビニールカーテンで仕切ることができるようレールが設置されている。また，
2階には水や食料などを保管しておく備蓄倉庫も整備されている。
　振興会長によると，設計段階での市側との協議の過程で，単なる避難タワーとせずに，福祉や町
づくりの拠点となり得る日常的に使用可能な施設となるよう壁付きの施設としてほしい旨の要望を
伝えたが，これは残念ながら受け入れられなかった。
３．大湊町における避難準備態勢
　大湊町は 2010年時点で 65歳以上人口が 964人，85歳以上が 133人を占めることから，自力で
避難できない要援護者をいかにして避難させるかが重要な問題となる。2015年 2月現在で，38人
が自力で避難することが難しい要援護者として登録されている。しかし，これは自ら援助を希望し
た数で，振興会長によれば，実際には要援護者は 150人以上存在すると言う。
　振興会は，要援護者の把握と，要援護者との信頼関係を築くため，2008年頃から独居老人を対
象に，月曜日と金曜日の週 2回，弁当の提供を行っている。提供する弁当は振興会事務所で調理さ
れたもので，振興会事務所まで取りに来てもらうことを基本としている。事務所まで来ることが
できないお年寄りに対しては，月 2回，自宅まで配達している。この活動は，無償ボランティア約
100名によって支えられている。ボランティアは 10人 10班体制を構築し対応している 9）。これら
の取り組みは，振興会が光熱費等を負担し，弁当の提供を申し込んだお年寄りがその代金（300円）
を支払うことで維持されている。弁当代を集金する役割を担っているのは民生委員である。
　このように大湊町ではボランティアの力を借りながら，「高齢者を対象に食事の提供を行う」と
いう日常的な福祉活動を通し，能動的に要援護者と顔を合わせる機会を作ることで信頼関係を構築
し，可能な限り多くの住民が避難できるよう備えている。加えて，毎年秋に町全体で避難訓練を行
い，要援護者の避難体制も含めた体制作りに努めている。2014年度には約 750人が避難訓練に参
加したという。
　大湊町の津波避難施設は，新設の避難タワーを含め 5カ所が指定されている（表 1）。このうち，
大湊地区コミュニティーセンターと宮川浄化センターは，高さの面で必ずしも安全性が確保されて
いるとは言い難い。伊勢市の災害時指定避難所一覧表 10）においても，これら 2施設は安全度ラン
クにおいて「一部の安全性が確認されていない避難所」に分類されている。
表 1　大湊町における避難場所と収容可能人数（単位：人）
避難場所 収容可能人数 安全度クラス
大湊地区コミュニティーセンター
大湊小学校　校舎
三重県下水道公社宮川浄化センター
明神ポンプ場
津波避難施設施設（タワー）
286
2,721
720
272
1,333
　☆
☆☆
　☆
☆☆
☆☆
☆☆：一定の安全が確保された避難所，☆：一部の安全性が確認されていない避難所
伊勢市津波避難計画（平成 26年 11月）を基に作成
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Ⅴ．考　察
１．津波避難タワーの問題点
　新たな津波避難タワーが完成したことで，地元住民はひとまずは大きな安心感を手に入れること
ができたであろう。しかし，今回建設されたタワーには常設の壁は存在せず，ビニールシートを取
り付けて風雨をしのぐ構造となっている。
　大湊町に最も近いアメダス観測地点（小俣）のデータによると，冬季には北西からの季節風が吹
き荒れ，最大瞬間風速が 20m近くに達することもある地域である。過去 5年間（2010～ 2014年度）
の冬季（12～ 2月）の観測データによると，最大瞬間風速が 15m以上に達した日数は 6～ 25日，
最低気温が氷点下となった日数は 24～ 50日に上る（表 2）。
表 2　三重県小俣における冬季の強風日数と冬日日数（単位：日）
年度 観測データ 12月 1月 2月 計
2010
最大風速 10m以上
最大瞬間風速 15m以上
日最低気温 0℃以下
 3
 8
 9
 3
 6
26
 1
 2
13
 7
16
48
2011
最大風速 10m以上
最大瞬間風速 15m以上
日最低気温 0℃以下
 0
 1
 8
 2
 4
18
 1
 1
17
 3
 6
43
2012
最大風速 10m以上
最大瞬間風速 15m以上
日最低気温 0℃以下
 2
 5
16
 2
 4
20
 1
 5
14
 5
14
50
2013
最大風速 10m以上
最大瞬間風速 15m以上
日最低気温 0℃以下
 2
 7
 8
 0
 2
23
 2
 4
12
 4
13
43
2014
最大風速 10m以上日数
最大瞬間風速 15m以上
日最低気温 0℃以下
 4
10
 8
 4
 7
 9
 0
 8
 7
 8
25
24
気象庁「過去の気象データ検索」（http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php）
より作成
　果たして簡易に取り付けるだけのビニールシートがこのような強風に物理的に耐えられるであろ
うか。津波からは逃れることができたとしても，氷点下付近まで下がった気温の中で強風に晒され
ることになれば，そのために命を失うことにもなりかねない。台風時の暴風に対しても危険性が懸
念される。
　東日本大震災では，屋外に避難した住民が低体温症となり病院に搬送されるケースが多発したこ
とから，仙台市や石巻市などの東北地方の各自治体では「居室型津波避難タワー」を建設すること
が一般的となっている 11）。今後は，様々な気象条件下でも避難場所としての安全性を確保できる
よう，できるだけ早急に構造的な改善を行うことが求められる。
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２．大湊町における津波避難態勢の課題
　前述のように，大湊地区の指定避難所のうちの 2カ所は必ずしも確実な安全性が確保されていな
いことから，M9クラスの巨大地震が発生した場合を想定して，島内居住者に対しては，これらを
除く 3つの施設（津波避難タワー，大湊小学校，明神ポンプ場）への避難態勢を構築しておく必要
があろう。この 3施設の合計収容可能人数は，現在の地区人口を上回っており問題ない。基本的に，
家庭毎に避難所を割り当てておくことが求められる。
　要援護者の避難方法も具体的に検討しておく必要がある。1人の犠牲者も出さないためには，誰
が誰を助けに行くかまで，時と場合に応じて詳細に決めておかなければならない。特に，昼間人口
が少なくなる平日の昼間を想定した体制を整える必要がある。大湊町では日頃の弁当配布活動を通
して，独居老人の把握に努めている。緊急時には，近隣住民がこれら独居老人に声がけをすると共
に，要援護者に対しては確実に援助の手が届く仕組みを構築しておくことが大切である。
　地元では振興会長を中心として，これらの課題を踏まえた上で，これまでにも積極的に避難態勢
の構築に努めてきた。巨大地震発生後に波高 1mの津波が到達するまでには 30分程度の時間的余
裕がある。今後はこの時間内に確実に避難できるよう，様々な時と場合を想定した避難訓練を実施
しておくことが重要である。
　大湊町の人口は過去 10年間で 420人減少し，高齢化率も上昇している。津波避難タワーが新設
され，ある程度の安全性が確保されたとは言え，若者世代の人口流出を食い止めることは困難であ
ろう。この傾向が続けば，いずれは要援護者の避難救護体制を維持していくことが不可能な状況に
陥りかねない。地元振興会では，当初，津波避難タワーを単なる避難施設とせずに，福祉と町づく
りの拠点となり得る施設の建設を市に要望したが，残念ながらこれを実現することはできなかった。
全住民の高台移転や内陸移転が現実的ではない状況においては，単に避難施設を整備するのみなら
ず，地域のコミュニティーをいかに維持していくかを考慮した，総合的な町づくりを推進していく
ことが求められる。
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